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１

１ 令和３年度歳入決算状況（細々節別）

款 細々節 R3決算見込み(千円) R2決算(千円) 増減額(千円) 対前年度比

医療給付費分現年分 5,601,301 5,660,701 ▲ 59,400 ▲1.0%

後期高齢者支援金等分現年分 1,464,491 1,530,062 ▲ 65,571 ▲4.3%

介護納付金分現年分 483,131 451,494 31,637 +7.0%

医療給付費分滞納繰越分 239,518 251,701 ▲ 12,183 ▲4.8%

後期高齢者支援金等分滞納繰越分 62,571 65,488 ▲ 2,917 ▲4.5%

介護納付金分滞納繰越分 34,313 36,130 ▲ 1,817 ▲5.0%

医療給付費分現年分 80 490 ▲ 410 ▲83.7%

後期高齢者支援金等分現年分 20 126 ▲ 106 ▲84.1%

介護納付金分現年分 24 130 ▲ 106 ▲81.5%

医療給付費分滞納繰越分 0 1 ▲ 1 皆減

後期高齢者支援金等分滞納繰越分 0 1 ▲ 1 皆減

介護納付金分滞納繰越分 0 1 ▲ 1 皆減

7,885,449 7,996,325 ▲ 110,876 ▲1.4%

一般被保険者一部負担金 1 0 1 皆増

退職被保険者等一部負担金 1 0 1 皆増

2 0 2 皆増

督促手数料 保険料督促手数料 5,000 3,915 1,085 +27.7%

証明手数料 証明手数料 22 20 2 +10.0%

5,022 3,935 1,087 +27.6%

事務費補助金 4,396 28,600 ▲ 24,204 ▲84.6%

国民健康保険災害等臨時特例補助 42,842 85,387 ▲ 42,545 ▲49.8%

47,238 113,987 ▲ 66,749 ▲58.6%

保険給付費等交付金普通交付金 保険給付費等交付金普通交付金 31,289,679 29,317,210 1,972,469 +6.7%

特別調整交付金 特別調整交付金 189,014 322,884 ▲ 133,870 ▲41.5%

保険者努力支援分 保険者努力支援分 152,521 142,582 9,939 +7.0%

都道府県繰入金（２号分） 都道府県繰入金（２号分） 157,298 154,902 2,396 +1.5%

特定健康診査等負担金 特定健康診査等負担金 111,334 112,526 ▲ 1,192 ▲1.1%

31,899,846 30,050,104 1,849,742 +6.2%

退職被保険者等国民健康保険料

一部負担金　小計

使用料及び手数料

使用料及び手数料　小計

国庫補助金　小計

国民健康保険料

一部負担金

国民健康保険料　小計

一般被保険者国民健康保険料

国庫補助金

県支出金

県支出金　小計



１ 令和３年度歳入決算状況（細々節別）

２

款 細々節 R3決算見込み(千円) R2決算(千円) 増減額(千円) 対前年度比

財産収入 利子及び配当金 国民健康保険事業財政調整基金運用収入 0 1 ▲ 1 皆減

0 1 ▲ 1 皆減

保険料軽減分基盤安定費繰入金 1,638,557 1,622,765 15,792 +1.0%

保険者支援分基盤安定費繰入金 877,419 842,192 35,227 +4.2%

職員給与費等繰入金 576,064 552,699 23,365 +4.2%

出産育児一時金繰入金 58,800 50,120 8,680 +17.3%

財政安定化支援事業費繰入金 530,428 494,172 36,256 +7.3%

その他一般会計繰入金 233,316 450,625 ▲ 217,309 ▲48.2%

基金繰入金 国民健康保険事業財政調整基金繰入金 0 354 ▲ 354 皆減

3,914,584 4,012,927 ▲ 98,343 ▲2.5%

繰越金 前年度繰越金 前年度繰越金 0 0 0 －

0 0 0 －

一般被保険者保険料等滞納延滞金 23,850 26,049 ▲ 2,199 ▲8.4%

退職被保険者等保険料滞納延滞金 150 42 108 +257.1%

一般被保険者加算金 1 0 1 皆増

退職被保険者等加算金 1 608 ▲ 607 ▲99.8%

高額療養資金貸付金元金収入 0 0 0 －

一般被保険者第三者納付金 46,182 44,584 1,598 +3.6%

退職被保険者等第三者納付金 0 80 ▲ 80 皆減

一般被保険者返納金 0 0 0 －

退職被保険者等返納金 0 0 0 －

小切手未払資金組入れ 0 0 0 －

一般被保険者雑入 8,408 21,177 ▲ 12,769 ▲60.3%

退職被保険者等雑入 2,579 2,913 ▲ 334 ▲11.5%

会計年度任用職員等共済費返還金 20 0 20 皆増

退職被保険者等医療給付費分返還 0 16,305 ▲ 16,305 皆減

保健事業収入 0 15 ▲ 15 皆減

健康推進費返還金過年度収入 10 0 10 皆増

特定健診事業費返還金過年度収入 0 0 0 －

職員手当等返還金過年度収入 4 0 4 皆増

81,205 111,773 ▲ 30,568 ▲27.3%

43,833,346 42,289,052 1,544,294 +3.7%

延滞金及び加算金

総合計

財産収入　小計

繰入金　小計

繰越金　小計

諸収入

諸収入　小計

雑入

繰入金
一般会計繰入金



２ 令和３年度歳出決算状況（細々目別）

３

款 項 細々目 R3決算見込み(千円) R2決算(千円) 増減額(千円) 対前年度比

職員給与費 340,193 323,708 16,485 +5.1%

国民健康保険事務共同処理費 75,216 68,846 6,370 +9.3%

国民健康保険証交付等事務費 105,158 101,907 3,251 +3.2%

国民健康保険団体連合会負担金 48,090 48,284 ▲ 194 ▲0.4%

保険料賦課事務費 6,573 6,467 106 +1.6%

保険料収納事務費 33,291 32,605 686 +2.1%

保険料検収事務費 8,646 8,015 631 +7.9%

保険料現年度還付加算金 100 56 44 +78.6%

運営協議会費 国民健康保険運営協議会費 91 182 ▲ 91 ▲50.0%

617,358 590,070 27,288 +4.6%

一般被保険者療養給付費 26,863,483 25,354,347 1,509,136 +6.0%

退職被保険者等療養給付費 0 117 ▲ 117 皆減

一般被保険者療養費 235,806 175,763 60,043 +34.2%

退職被保険者等療養費 0 0 0 -

一般被保険者高額療養費 4,189,540 3,812,062 377,478 +9.9%

退職被保険者等高額療養費 0 43 ▲ 43 皆減

審査支払手数料 93,456 86,510 6,946 +8.0%

一般被保険者移送費 50 0 50 皆増

退職被保険者等移送費 0 0 0 -

出産育児一時金 87,092 75,181 11,911 +15.8%

支払手数料 45 35 10 +28.6%

葬祭諸費 葬祭費 28,800 27,650 1,150 +4.2%

傷病手当諸費 傷病手当金 1,328 113 1,215 +1075.2%

31,499,600 29,531,821 1,967,779 +6.7%

総務費　小計

保険給付費　小計

移送費

保険給付費

総務費

出産育児諸費

療養諸費

総務管理費

徴収費



２ 令和３年度歳出決算状況（細々目別）

４

款 項 細々目 R3決算見込み(千円) R2決算(千円) 増減額(千円) 対前年度比

一般被保険者医療給付費分 8,021,007 8,586,701 ▲ 565,694 ▲6.6%

退職被保険者等医療給付費分 158 0 158 皆増

一般被保険者後期高齢者支援金等分 2,311,039 2,322,893 ▲ 11,854 ▲0.5%

退職被保険者等後期高齢者支援金等分 43 0 43 皆増

介護納付金 介護納付金分 839,044 744,037 95,007 +12.8%

11,171,291 11,653,631 ▲ 482,340 ▲4.1%

健康推進費 131,627 102,874 28,753 +27.9%

国民健康保険運営安定化事業費 16,416 13,605 2,811 +20.7%

特定健診事業費 302,395 298,169 4,226 +1.4%

特定保健指導事業費 33,864 28,933 4,931 +17.0%

特定保健指導事業費（健康づくり推進課） 897 2,294 ▲ 1,397 ▲60.9%

485,199 445,875 39,324 +8.8%

基金積立金 基金積立金 国民健康保険事業財政調整基金積立金 0 1 ▲ 1 皆減

0 1 ▲ 1 皆減

一般被保険者保険料過年度分還付金及び加算

金等
31,000 34,667 ▲ 3,667 ▲10.6%

退職被保険者等保険料過年度分還付金及び加

算金
150 42 108 +257.1%

過年度収入精算返還金 1,180 1,354 ▲ 174 ▲12.9%

小切手支払未済償還金 1 0 1 皆増

繰出金 直営診療施設勘定繰出金 27,567 31,591 ▲ 4,024 ▲12.7%

高額療養資金貸付金 高額療養資金貸付金 0 0 0 -

59,898 67,654 ▲ 7,756 ▲11.5%

43,833,346 42,289,052 1,544,294 +3.7%

諸支出金

償還金及び

還付加算金

後期高齢者支援金等

医療給付費

総合計

諸支出金　小計

国民健康保険事業費納付金　小計

基金積立金　小計

保健事業費　小計

国民健康保険

事業費納付金

保健事業費 保健事業費



３ 令和４年度歳入予算状況（細々節別）

５

款 細々節 R４当初予算見通し(千円) R３当初予算(千円) 増減額(千円) 対前年度比

医療給付費分現年分 5,357,115 5,487,700 ▲ 130,585 ▲2.4%

後期高齢者支援金等分現年分 1,400,647 1,481,753 ▲ 81,106 ▲5.5%

介護納付金分現年分 462,069 476,544 ▲ 14,475 ▲3.0%

医療給付費分滞納繰越分 206,931 249,524 ▲ 42,593 ▲17.1%

後期高齢者支援金等分滞納繰越分 54,058 67,375 ▲ 13,317 ▲19.8%

介護納付金分滞納繰越分 29,644 21,668 7,976 +36.8%

医療給付費分滞納繰越分 80 80 0 -

後期高齢者支援金等分滞納繰越分 20 20 0 -

介護納付金分滞納繰越分 24 24 0 -

7,510,588 7,784,688 ▲ 274,100 ▲3.5%

一般被保険者一部負担金 1 1 0 -

退職被保険者等一部負担金 1 1 0 -

2 2 0 -

保険料督促手数料 5,000 5,000 0 -

証明手数料 15 15 0 -

5,015 5,015 0 -

保険給付費等交付金普通交付金 30,516,681 31,289,679 ▲ 772,998 ▲2.5%

特別調整交付金 182,987 202,007 ▲ 19,020 ▲9.4%

保険者努力支援分 153,563 143,420 10,143 +7.1%

都道府県繰入金（２号分） 157,752 152,263 5,489 +3.6%

特定健康診査等負担金 114,914 116,432 ▲ 1,518 ▲1.3%

31,125,897 31,903,801 ▲ 777,904 ▲2.4%

国民健康保険料　小計

一部負担金

県支出金　小計

一部負担金　小計

使用料及び手数料

使用料及び手数料　小計

県支出金

国民健康保険料



３ 令和４年度歳入予算状況（細々節別）

６

款 細々節 R４当初予算見通し(千円) R３当初予算(千円) 増減額(千円) 対前年度比

保険料軽減分基盤安定費繰入金 1,567,818 1,541,953 25,865 +1.7%

保険者支援分基盤安定費繰入金 806,808 734,872 71,936 +9.8%

職員給与費等繰入金 546,448 571,319 ▲ 24,871 ▲4.4%

出産育児一時金繰入金 50,400 58,800 ▲ 8,400 ▲14.3%

財政安定化支援事業費繰入金 530,428 532,384 ▲ 1,956 ▲0.4%

その他一般会計繰入金 196,014 524,969 ▲ 328,955 ▲62.7%

3,697,916 3,964,297 ▲ 266,381 ▲6.7%

繰越金 前年度繰越金 1 1 0 -

1 1 0 -

一般被保険者保険料等滞納延滞金 21,000 17,500 3,500 +20.0%

退職被保険者等保険料等滞納延滞金 150 150 0 -

一般被保険者加算金 1 1 0 -

退職被保険者等加算金 1 1 0 -

高額療養資金貸付金元金収入 1,000 1,000 0 -

一般被保険者第三者納付金 100,000 130,000 ▲ 30,000 ▲23.1%

退職被保険者等第三者納付金 10 10 0 -

一般被保険者返納金 1 1 0 -

退職被保険者等返納金 1 1 0 -

小切手未払資金組入れ 1 1 0 -

一般被保険者雑入 5,000 10,000 ▲ 5,000 ▲50.0%

退職被保険者等雑入 2,400 5,000 ▲ 2,600 ▲52.0%

129,565 163,665 ▲ 34,100 ▲20.8%

42,468,984 43,821,469 ▲ 1,352,485 ▲3.1%

諸収入

諸収入　小計

総合計

繰越金　小計

繰入金

繰入金　小計



４ 令和４年度歳出予算状況（細々目別）

７

款 細々目 R4当初予算見通し(千円) R3当初予算(千円) 増減額(千円) 対前年度比

職員給与費 323,140 340,193 ▲ 17,053 ▲5.0%

国民健康保険事務共同処理費 76,354 75,216 1,138 +1.5%

国民健康保険証交付等事務費 102,811 96,017 6,794 +7.1%

国民健康保険団体連合会負担金 48,164 48,090 74 +0.2%

保険料賦課事務費 6,187 6,573 ▲ 386 ▲5.9%

保険料収納事務費 23,751 33,291 ▲ 9,540 ▲28.7%

保険料検収事務費 7,355 8,646 ▲ 1,291 ▲14.9%

保険料現年度還付加算金 100 100 0 -

国民健康保険運営協議会費 208 208 0 -

588,070 608,334 ▲ 20,264 ▲3.3%

一般被保険者療養給付費 26,207,420 26,863,483 ▲ 656,063 ▲2.4%

退職被保険者等療養給付費 500 500 0 -

一般被保険者療養費 221,189 235,806 ▲ 14,617 ▲6.2%

退職被保険者等療養費 50 50 0 -

一般被保険者高額療養費 4,087,222 4,189,540 ▲ 102,318 ▲2.4%

退職被保険者等高額療養費 200 200 0 -

審査支払手数料 89,562 93,456 ▲ 3,894 ▲4.2%

一般被保険者移送費 50 50 0 -

退職被保険者等移送費 50 50 0 -

出産育児一時金 75,600 88,200 ▲ 12,600 ▲14.3%

支払手数料 38 45 ▲ 7 ▲15.6%

葬祭費 27,500 28,800 ▲ 1,300 ▲4.5%

傷病手当金 1,044 220 824 皆増

30,710,425 31,500,400 ▲ 789,975 ▲2.5%

保険給付費

保険給付費　小計

総務費

総務費　小計



４ 令和４年度歳出予算状況（細々目別）

８

款 細々目 R4当初予算見通し(千円) R3当初予算(千円) 増減額(千円) 対前年度比

一般被保険者医療給付費分 7,563,734 8,021,007 ▲ 457,273 ▲5.7%

退職被保険者等医療給付費分 100 100 0 -

一般被保険者後期高齢者支援金等分 2,252,888 2,311,039 ▲ 58,151 ▲2.5%

退職被保険者等後期高齢者支援金等分 25 25 0 -

介護納付金分 812,046 839,044 ▲ 26,998 ▲3.2%

10,628,793 11,171,215 ▲ 542,422 ▲4.9%

健康推進費 128,492 131,636 ▲ 3,144 ▲2.4%

国民健康保険運営安定化事業費 11,437 16,416 ▲ 4,979 ▲30.3%

特定健診事業費 310,730 303,190 7,540 +2.5%

特定保健指導事業費 34,035 33,864 171 +0.5%

特定保健指導事業費（健康づくり推進課） 1,029 1,015 14 +1.4%

485,723 486,121 ▲ 398 ▲0.1%

一般被保険者保険料過年度分還付金及び加算

金等
30,500 31,000 ▲ 500 ▲1.6%

退職被保険者等保険料過年度分還付金及び加

算金
150 150 0 -

過年度収入精算返還金 1 1 0 -

小切手支払未済償還金 1 1 0 -

直営診療施設勘定繰出金 24,321 23,247 1,074 +4.6%

高額療養資金貸付金 1,000 1,000 0 -

55,973 55,399 574 +1.0%

42,468,984 43,821,469 ▲ 1,352,485 ▲3.1%

保健事業費　小計

諸支出金

国民健康保険

事業費納付金

諸支出金　小計

総合計

国民健康保険事業費納付金　小計

保健事業費



６ １人当たりの医療給付費と受診件数の推移

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度見込み

一人当たりの
医療給付費(円)

420,540 433,397 442,785 427,722 455,905

一人当たりの
受診件数（件）

11.5 11.6 11.7 11.0 11.7

５ 世帯数、被保険者数の推移

９

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度見込み

世帯数 56,346 55,044 53,816 52,901 52,663

被保険者数
（人）

総数 88,776 85,491 82,404 79,944 78,478

一般 87,454 85,001 82,321 79,944 78,478

退職 1,322 490 83 0 0

介護第２号
（再掲）

（27,171） （25,866） （24,822） （23,778） （22,703）

国保加入率（％） 21.1 20.4 19.7 19.2 18.9



７ １人当たりの保険料調定額と収納率の推移

１０

・保険料収納率の目標値や収納対策の取組等を掲げた、
「徴収計画プラン（仮称）」の策定
※令和３年度中の策定を予定していたが、新型コロナウイ
ルス感染症の影響等に伴い、国民健康保険を取り巻く環境
が変化していることから、４年度中の策定を目指す。

≪効果≫ 【Ｈ29】 【Ｒ２】 （増減率）
コンビニ収納 92,572件 → 102,602件（＋10.8％）
口座振替加入率 31.0％ → 29.4％（▲1.6％）
ペイジー口座振替 0件 →    56件（皆増）

≪分析≫
利便性の高いコンビニ収納やスマホ収納の増加に伴い、口座

振替加入率は減少傾向にある。令和２年９月から導入したペイ
ジー口座振替受付サービスが順調に伸びていることから、収納
率の向上に向けて、更なる利用促進を図る。



・ナッジ理論やマーケティング手法を活用した受診勧奨
・受診者を対象としたプレゼントキャンペーン（R2・3未実施）
・受診費用の無料化
・みなし受診事業の実施
・若年層対策健康診査の実施（特定健康診査への動機付け）
・一部医療機関での受診期間延長
・健診項目に尿酸値の追加
・国保・高齢者医療課が特定保健指導を所管し、特定健診と一
体的に実施する体制を整備

・SMSを活用した受診勧奨
・生活習慣病等で通院歴のある方への受診勧奨

各保険者は、平成20年度より高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、内臓脂肪の蓄積に起因した生
活習慣病に関する健康診査（特定健診）及びその結果により健康の保持に努める必要がある者に対する保
健指導を実施している。

８ 特定健康診査

R2年度 R3年度

実施期間 R2.7.13～10.31 R3.8.1～10.31

期間延長の医療機関数
(内、三木町・綾川町)

実施期間

101医療機関
(―)

R2.7.13～12.25

114医療機関
(9医療機関)

R3.8.1～12.24

受診者数(11-12月) 894名 556名

一部医療機関での受診期間延長の実績

１１

令和３年度の新たな取組

令和２年度までの取組

今後の取組

・特定健診の実施医療機関の拡充（三木町・綾川町）
18医療機関

42.9%

44.1%

43.3%

45.5%
45.2%

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

特定健診受診率の推移

（目標値：特定健診受診率６０％）

R3.12月末（11月受診）現在



９ 若年層対策健康診査

若年期からの受診習慣及び健康意識醸成のため、35歳～39歳を対象とした健康診査を実施し、40歳から
の特定健診の受診につなげる。

◎メリット
・生活習慣病の検査が自宅で検査可能
・結果データが受理でき、フォロー可能
・新型コロナウイルス感染症の影響を受けず、

Ｗeb上で、相談や改善アドバイスの受理が
可能

R3 事業内容

対象者 R3年度【35～39歳】（先着500名）

受付期間 R3.10.1（金）～ R3.12.25（土）

受診勧奨通知発出 R3.9.29（水）【2,997名】

サイトオープン R3.10.1（金）

自己負担 無料

健診内容 血液検査・問診

受診までの流れ 案内送付、申込み、キット郵送

検査方法 自己採血・スマホを利用したアンケート

検査結果の確認 WEBで結果を確認・データベース化可能

申込者
(R3.12月末現在)

487名（受診率：16.3%）

検査後の取組
登録時のアドレス宛に生活習慣改善に関する啓発
文を送付（3月予定）

R2年度から、郵送型血液検査*による健康診査を実施
*「自己採血キット」と「Webサービス」を組み合わせた、わずかな血液で特定健診とほぼ同じ項目の検
査結果が得られる検査

１２

R3年度の取組み
◎保健指導

検査結果や生活環境が気になる方へ、
SMSサービスで、医療機関受診勧奨や健康相談
等のメッセージを送信

◎アンケート調査等
・ R2年度受診者に向け、web上で健康行動等の

アンケート調査を実施
・ 40歳到達者へ、SMSサービスで特定健康診査

受診勧奨を実施



■人間ドック費用助成件数の推移

令和２年度に助成対象年齢・助成額の引下げ等の助成要件の見直しを行った。
令和２・3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により、一部医療機関において、人間ドック
の中断や検査項目の一部変更等があった。

（※R３年度はR3.12月末現在の実績）

10 人間ドック

※R３年度の助成件数と申込件数は一致しません。
１３

(件)

年 度 29 30 R元 2 3

件 数
(件)

一般ドック
１日 1,475 1,578 1,637 1,258 872

１泊２日 176 123 138 79 60

脳ドック
脳 148 132 107 19 20

簡易脳 ― ― ― 33 20
金 額 （ 円 ） 29,485,000 29,385,000 30,145,000 14,322,000 10,080,000

１件当たり助成額（円）

１日 15,000 10,000

１泊２日 25,000 16,000

脳 20,000 13,000

簡易脳 ― 7,000

0 17 18 
115 71 66 

157 114 122 

996 

644 682 
614 

543 551 

Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３

人間ドック申込件数（年齢階級別・R3.12月末現在）

35-39歳

40-49歳

50-59歳

60-69歳

70-74歳



特定保健指導実施率の推移
11 特定保健指導

１４

273 393 412 
589 671 

840 943 
1,117 1,206 

813 
1,112 

1,313 1,383 
3,733 

3,245 3,007 

3,011 
3,284 

3,078 
2,655 

2,343 
2,209 

2,769 

2,322 

2,076 2,031 

6.8

10.8
12.1

16.4
17.0

21.4

26.2

32.3

35.3

22.7

32.4

38.7
40.5

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度

終了者 未終了者 特定保健指導実施率

(人） (％）グループ支援
委託開始

特定保健指導
専属チーム配置

（保健師・管理栄養士8名）

医療機関
委託開始
（1機関）

医療機関委託拡充
H29(12) H30(12) R元
(14)
R2(16) R3(16）



・糖尿病予防教室
・糖尿病要医療受診勧奨
・糖尿病医療中断者再受診勧奨
・慢性腎臓病（CKD）予防教室
・慢性腎臓病（CKD）受診勧奨
・糖尿病性腎症重症化予防
・歯科保健指導
・歯科受診勧奨

・骨粗しょう症対策の検討
（高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施）

令和2年度に第２期高松市データヘルス計画の中間評価を行い、医療費等の分析も実施した。主たる死因の状況には、悪
性新生物をはじめ、心臓病、脳疾患、腎不全、糖尿病が上位を占めており、これらの疾病は、介護認定者の疾病別有病率と
も重なり、介護予防のためにも早期治療、重症化予防等が必要である。
このような状況から、これまでの糖尿病等に加え、今後、循環器病の重症化予防に取り組むこととする。
また、骨折を契機に要介護となる状況を踏まえ、骨粗しょう症対策（治療中断者への支援）にも重点を置く必要がある。

根拠：国「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」
「健康寿命の延伸等を図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る対策に関する基本法」

県「糖尿病性腎症等重症化予防プログラム」
市「第２期高松市データヘルス計画中間評価」

12 生活習慣病重症化予防等

１５

令和３年度の新たな取組

令和２年度までの取組

今後の取組

・循環器病対策…高血圧者医療受診勧奨
（CKD受診勧奨対象者のうち高血圧者）

・慢性閉塞性肺疾患（COPD）受診勧奨
（高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施）

1.1% 1.1%
1.0%

1.0%

1.1%

1.3%

H30 R元 R2

特定健診受診者のうち、血糖コントロール不良者の割合

（HbA1c値が8.1％以上の人の割合）

目標値 実績

19.4% 19.4% 19.4%

25.2%
23.3% 23.6%

H30 R元 R2

特定健診受診者のうち、腎機能が低下している人の割合

（eGFR値が60ml/min/1.73㎥未満、又は尿蛋白（+）以上の人の割

合）

目標値 実績



１６

13 新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国民健康保険料の減免等

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い収入が減少した被保険者等に対して、国の基準に基づき、国
民健康保険料の減免を行う。

新型コロナウイルス感染症に感染した場合などに、その療養のために労務に服することができず、給
与等を受けられないときに、国の基準に基づき、傷病手当を支給する。

【対象者：①～③の全てを満たす方】
①国民健康保険に加入している被用者（個人事業主等は除く。）
②コロナに感染又は感染の疑いがあるため、労務に服することができなくなった方
③労務に服することができない期間に、給与等の支払いが受けられない方

保険料の減免 傷病手当金

令和２年度 令和３年度
（12月末現在）

令和２年度 令和３年度
（12月末現在）

申請件数（件） ９５５ ３６７ ２ ９

承認件数（件） ８９７ ３６４ ２ ９

不承認件数（件） ５８ ３ ０ ０

件数（件） １，５６７ ３８６ ２ ９

金額（千円） ２００，１４４ ７１，８３６ １１３ ３７７



14  未就学児に係る国民健康保険料の均等割額の軽減

１７

≪趣旨≫

子育て世帯の経済的負担軽減の観点から、国・地方の取組として、未就学児に係る均等割保険料を軽
減する。

≪対象≫

国民健康保険に加入している世帯の未就学児（※所得制限なし）
本市の対象者（令和３年７月１日現在）：1,703人（国保加入者に占める割合2.1％）

≪軽減内容≫

未就学児に係る均等割保険料の５割を公費により軽減する。
本市の未就学児に係る均等割額：約46,900千円
未就学児負担額 23,450千円
公費負担額 23,450千円（国1/2 県1/4 市1/4（5,863千円））

≪施行時期≫

令和４年４月１日

●令和３年５月 中核市市長会
「令和４年度から導入予定の子どもの均等割保険料の軽減措置について、未就学児に限らず、１８歳
未満のすべての子どもを対象とすること。また、国庫負担の割合を拡大し、国の責任と負担において
軽減措置の拡充を図ること。」

●令和３年１１月 全国市長会（重点提言）
「子どもに係る均等割保険料を軽減する支援制度の施行に当たっては、子育て世代の負担軽減を図る
ため、必要な財源を確保した上で、対象年齢や軽減割合を拡大する等、制度を拡充すること。」

≪参考：国への提言（抜粋）≫


